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（１）苫小牧市子どもを虐待から守る条例最終案について 

新（※変更箇所は網掛け） 旧 

（目的） 

第１条 この条例は、子どもを虐待か

ら守ることについて基本理念を定

め、市、保護者、市民等及び関係機

関等の責務を明らかにするととも

に、市の施策の基本となる事項を定

めることにより、子どもを虐待から

守るための施策を総合的に推進し、

もって子どもの権利利益が擁護さ

れ、安全が確保され、及び心身の健

やかな成長が図られる社会の実現

に寄与することを目的とする。 

（目的） 

第１条 この条例は、子どもを虐待

から守ることについて基本理念を

定め、市、保護者、市民等及び関係

機関等の責務を明らかにするとと

もに、市の施策の基本となる事項を

定めることにより、子どもを虐待か

ら守るための施策を総合的かつ計

画的に推進し、もって子どもの権利

利益が擁護され、及び心身の健やか

な成長が守られる社会の実現に寄

与することを目的とする。 

【第１条の変更点等】 

・「総合的かつ計画的」を「総合的」に変更 

・安全は「確保」、成長は「図られる」にそれぞれ変更 
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（定義） 

第２条 この条例において、次の各号

に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。 

⑴ 子ども 児童虐待の防止等に

関する法律（平成１２年法律第８

２号。以下「法」という。）第２

条に規定する児童をいう。 

⑵ 虐待 法第２条に規定する児

童虐待をいう。 

⑶ 保護者 法第２条に規定する

保護者をいう。 

⑷ 市民等 市内に住所又は居所

を有する者、市内に事務所又は事

業所を有する個人又は法人その

他の団体及び市内の事務所又は

事業所に勤務する者をいう。 

⑸ 関係機関等 学校、児童福祉施

設、病院その他子どもの福祉に業

務上関係のある団体及び学校の

教職員、児童福祉施設の職員、医

師、歯科医師、保健師、助産師、

看護師、弁護士、民生委員、児童

委員その他子どもの福祉に職務

上関係のある者をいう。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号

に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。 

⑴ 子ども 児童虐待の防止等に

関する法律（平成１２年法律第８

２号。以下「法」という。）第２

条に規定する児童をいう。 

⑵ 虐待 法第２条に規定する児

童虐待をいう。 

⑶ 保護者 法第２条に規定する

保護者をいう。 

⑷ 市民等 市内に住所又は居所

を有する者、市内に事務所又は事

業所を有する個人又は法人その

他の団体並びに市内の事務所又

は事業所に勤務する者をいう。 

⑸ 関係機関等 学校、児童福祉施

設、病院その他子どもの福祉に業

務上関係のある団体及び学校の

教職員、児童福祉施設の職員、医

師、歯科医師、保健師、助産師、

看護師、弁護士、民生委員、児童

委員その他子どもの福祉に職務

上関係のある者をいう。 
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（基本理念） 

第３条 虐待は、子どもの心身の成長

及び人格の形成に重大な影響を与

えるとともに、将来にわたって子ど

もを苦しめる著しい人権の侵害で

あり、ひいては子どもを死に至らし

めるおそれがあるため、何人もこれ

を行ってはならない。 

２ 子どもを虐待から守るに当たっ

ては、虐待の予防及び早期発見並び

に虐待への早期対応に努め、子ども

の安全の確保を最優先とし、子ども

の最善の利益を考慮しなければな

らない。 

３ 虐待のないまちづくりの推進

により、全ての子どもの安全が確保さ

れ、及び心身の健やかな成長が図られ

る社会の実現を目指さなければなら

ない。 

（基本理念） 

第３条 虐待は、子どもの心身の成長

及び人格の形成に重大な影響を与

えるとともに、将来にわたって子ど

もに苦痛を与える著しい人権の侵

害であって、ひいては子どもを死に

至らしめるおそれがあり、何人もこ

れを行ってはならない。 

２ 子どもを虐待から守るに当たっ

ては、虐待の予防及び早期発見並び

に早期対応に努め、子どもの安全の

確保を最優先とし、子どもの最善の

利益を考慮しなければならない。 

 

３ 虐待のないまちづくりの推進に

より、子どもの安全及び心身の健や

かな成長が守られる社会の実現を

図らなければならない。 

【第３条の変更点等】 

第１項：「苦痛を与える」を「苦しめる」に変更し、「将来にわたって」とつながるよ

う時間的な継続感を持たせた。 

第２項：「虐待への」を加え、早期対応の対象を明確化した。 

第３項：「全ての」の表現を市の責務から理念に移動した。 
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（市の責務） 

第４条 市は、前条に規定する基本理

念（以下「基本理念」という。）に

のっとり、子どもの生命及び身体の

安全の確保並びに権利利益の擁護

のために、虐待の予防及び早期発見

並びに迅速かつ適切な支援等を行

わなければならない。 

２ 市は、子ども家庭総合支援拠点

（児童福祉法（昭和２２年法律第

１６４号）第１０条の２の規定に

基づき市に設置される拠点をいう

。第８条において同じ。）に子ど

もを虐待から守ることに関する専

門的な知識及び技術を有する職員

を配置し、当該知識及び技術の向

上を目的とする研修を行う等必要

な体制の整備に努めなければなら

ない。 

３ 市は、子どもの権利利益の擁護、

虐待に係る通告（法第６条第１項の

規定による通告をいう。以下「通告

」という。）の義務等について広報

その他の必要な啓発活動に努めな

ければならない。 

（市の責務） 

第４条 市は、前条に規定する基本理

念（以下「基本理念」という。）に

のっとり、全ての子どもの生命、身

体の安全その他権利利益を擁護す

るために、虐待の予防及び早期発見

並びに迅速かつ適切な支援等を行

わなければならない。 

２ 市は、子ども家庭総合支援拠点

（児童福祉法（昭和２２年法律第

１６４号）第１０条の２の規定に

基づき市に設置される拠点をいう

。第８条において同じ。）に子ど

もを虐待から守ることに関する専

門的な知識及び技術を有する職員

を配置し、当該知識及び技術の修

得に関する研修を実施する等必要

な体制の整備に努めなければなら

ない。 

３ 市は、子どもの人権、虐待に係る

通告（法第６条第１項の規定による

通告をいう。以下「通告」という。

）の義務等について広報その他の必

要な啓発活動に努めなければなら

ない。 



- 5 - 

 

４ 市は、虐待の予防及び早期発見の

ための方策、虐待を受けた子どもの

ケア並びに虐待を行った保護者の

指導及び支援の在り方その他子ど

もを虐待から守るため必要な事項

についての調査研究及び検証を行

わなければならない。 

４ 市は、虐待の予防及び早期発見の

ための方策、虐待を受けた子どもの

ケア並びに虐待を行った保護者の

指導及び支援の在り方その他子ど

もを虐待から守るため必要な事項

についての調査研究及び検証を行

わなければならない。 

【第４条の変更点等】 

第２項：「技術の修得」を「技術の向上」に変更、すでに技術を習得した者であっても

継続的に技術の向上を図る意味合いとした。 

第３項：「人権」を「権利利益」に変更、他の条項と表現を合わせた。 

 

 

 

 

（保護者の責務） 

第５条 保護者は、基本理念にのっと

り、虐待を決して行ってはならない

。 

２ 保護者は、子どものしつけに際し

て体罰その他子どもの利益に反す

る身体的又は精神的な苦痛を与え

る行為をしてはならず、子どもの心

身の健やかな成長を図らなければ

ならない。 

３ 保護者は、市又は児童相談所が行

う子どもの安全の確認及び確保に

協力しなければならない。 

（保護者の責務） 

第５条 保護者は、基本理念にのっと

り、虐待を決して行ってはならない

。 

２ 保護者は、子どものしつけに際し

て体罰その他子どもの利益に反し

て身体的又は精神的な苦痛を与え

る行為をしてはならず、子どもの心

身の健やかな成長を図らなければ

ならない。 

３ 保護者は、市又は児童相談所が行

う子どもの安全の確認及び確保に

協力しなければならない。 
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（市民等の責務） 

第６条 市民等は、基本理念にのっと

り、子どもを虐待から守ることにつ

いての関心と理解を深めるよう努

めるものとする。 

２ 市民等は、市が実施する子ども

を虐待から守るための施策に積極

的に協力するよう努めるものとす

る。 

３ 市民等は、地域における子育ての

支援が子どもを虐待から守ること

に重要な役割を果たすことを認識

し、子ども及び子育て家庭を見守る

ことを通じて、子育てに係る家庭環

境が地域社会から孤立することの

ないよう努めるものとする。 

（市民等の責務） 

第６条 市民等は、基本理念にのっと

り、子どもを虐待から守ることにつ

いての関心と理解を深めるよう努

めるものとする。 

２ 市民等は、子どもを虐待から守

るために市が実施する施策に積極

的に協力するよう努めるものとす

る。 

３ 市民等は、地域における子育て支

援が子どもを虐待から守ることに

重要な役割を果たすことを認識し、

子ども及び子育て家庭を見守るこ

とを通じて、子育てに係る生活環境

が地域社会から孤立することのな

いよう努めるものとする。 

【第６条の変更点等】 

第２項：他の条項と語順を合わせた。 

第３項：「生活環境」を「家庭環境」に変更、孤立の意味合いに合わせた。 
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（関係機関等の責務） 

第７条 関係機関等は、基本理念にの

っとり、市が実施する子どもを虐待

から守るための施策に協力すると

ともに、相互に連携を図るよう努め

るものとする。 

２ 関係機関等は、その職員に対し、

子どもを虐待から守ることに関す

る専門的な知識及び技術の向上を

目的とする研修を行う等虐待の予

防及び早期発見に必要な体制の整

備に努めるものとする。 

３ 関係機関等は、地域において子ど

も及び子育て家庭を見守ることが

できる環境の整備に努めるものと

する。 

（関係機関等の責務） 

第７条 関係機関等は、基本理念にの

っとり、市が実施する子どもを虐待

から守るための施策に協力すると

ともに、相互に連携を図るよう努め

るものとする。 

２ 関係機関等は、その職員に対し子

どもを虐待から守ることに関する

専門的な知識及び技術の修得に関

する研修を実施する等虐待の予防

及び早期発見に必要な体制の整備

に努めるものとする。 

３ 関係機関等は、地域において子ど

も及び子育て家庭が見守られる環

境の整備に努めるものとする。 

【第７条の変更点等】 

第２項：「技術の修得」を「技術の向上」に変更、理由は第４条第２項と同じ。 

第３項：「見守られる」を「見守ることができる」に変更した。 
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（虐待の予防及び早期発見） 

第８条 市は、虐待を予防するため、

市民等及び関係機関等と連携し、子

育ての支援に関する施策の充実を

図るとともに、個々の子ども又は保

護者若しくは妊婦及びその家族の

状況に応じて必要な支援を行うこ

とができる体制の整備に努めなけ

ればならない。 

２ 市は、関係機関等が行う子育てに

関する情報の提供又は相談の実施

について、専門的な知識又は技術の

提供その他の虐待の予防に必要な

支援を行わなければならない。 

３ 市は、虐待を受けるおそれがあ

ると認められる子どもについては

、関係機関等と緊密な連携を図り、

子ども家庭総合支援拠点等におい

て虐待の予防に必要な支援等を行

わなければならない。 

４ 市は、虐待の早期発見のため、関

係機関等と連携し、虐待に係る相談

又は通告を容易に行うことができ

る環境の整備に努めなければなら

ない。 

（虐待の予防及び早期発見） 

第８条 市は、虐待を予防するため、

市民等及び関係機関等と連携し、子

育て支援に関する施策の充実を図

るとともに、必要な体制の整備に努

めなければならない。 

 

 

 

２ 市は、関係機関等が行う子育てに

関する情報の提供又は相談の実施

について、専門的な知識又は技術の

提供その他の虐待の予防に必要な

支援を行わなければならない。 

３ 市は、虐待を受けるおそれがあ

ると認められる子どもについては

、関係機関等と緊密な連携を図り、

子ども家庭総合支援拠点等におい

て虐待の予防に必要な支援等を行

わなければならない。 

４ 市は、虐待の早期発見のため、関

係機関等と連携し、相談又は通告を

容易に行うことができる環境の整

備に努めなければならない。 
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【第８条の変更点等】 

第１項：木原委員から、「どの家庭にもリスクはある」、「どの家庭でも必要な時に支

援が受けられるというメッセージを盛り込みたい」という意見を受け、同様の意味合い

となるよう加えた。また、特定妊婦という表現は対象を限定することから、妊婦という

表現にした。 

第４項：「虐待に係る」を加え、第２項の相談と区別した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（通告に係る対応等） 

第９条 市民等及び関係機関等は、

通告の義務及び責任を有すること

を自覚し、虐待を受けたと思われる

子どもを発見したときは、速やかに

市、児童相談所等に通告をしなけれ

ばならない。 

２ 市は、通告を受けたときは、直ち

に調査を行い、必要があると認める

ときは、面会その他の当該子どもの

安全の確認を行うための措置を講

じなければならない。 

 

（通告に係る対応等） 

第９条 市民等及び関係機関等は、

通告の義務及び責任を有すること

を自覚し、虐待を受けたと思われる

子どもを発見したときは、速やかに

市、児童相談所等に通告をしなけれ

ばならない。 

２ 市は、通告を受けたときは、直ち

に調査を行い、必要があると認める

ときは、当該子どもとの面会その他

の当該子どもの安全の確認を行う

ための措置を講じなければならな

い。 



- 10 - 

 

３ 市は、通告に係る子どもが虐待を

受けているおそれがないと認めた

ときであっても、当該子ども及びそ

の保護者の心身の状況等に応じて、

良好な家庭環境で生活できるよう

必要な支援を行わなければならな

い。 

４ 市は、通告をした者が特定されな

いよう必要な措置を講じなければ

ならない。 

３ 市は、通告をした者が特定されな

いよう必要な措置を講じなければ

ならない。 

 

 

 

 

４ 市は、通告に係る子どもが虐待を

受けているおそれがないと認めた

ときであっても、当該通告により当

該子ども又はその保護者が心理的

外傷その他の心身の健康に対する

影響を受けたときは、必要な支援を

行わなければならない。 

【第９条の変更点等】 

第３項と第４項の順序入替：第１項から第３項までは通告にかかる保護者と子どもにつ

いて、第４項は通告をした人についての内容という順序に整理した。 

第３項：小山委員の「通告はいろいろな相談の入り口でもあり、そこから医療的、福祉

的ニーズを見つけ出し良好な環境で家庭生活を送れるように支援するというメッセー

ジを盛り込みたい」という意見を受け、同様の意味合いとなるようにした。 
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（虐待を行った保護者に対する指

導及び支援） 

第１０条 市は、児童相談所及び関係

機関等と連携し、虐待を行った保護

者に対し、虐待を受けた子どもとの

良好な関係の構築及び虐待の再発

の防止に関し、必要な指導又は支援

を行わなければならない。 

２ 保護者は、前項の指導又は支援を

受けたときは、必要な改善等を行う

ものとする。 

（虐待を行った保護者に対する指

導及び支援） 

第１０条 市は、児童相談所及び関係

機関等と連携し、虐待を行った保護

者に対し、虐待を受けた子どもとの

良好な関係の構築及び虐待の再発

の防止に関し、必要な指導又は支援

を行わなければならない。 

２ 保護者は、前項の指導又は支援を

受けた場合は、必要な改善等を行う

ものとする。 

（虐待を受けた子どもの家庭への

復帰及び自立に係る支援） 

第１１条 市は、児童相談所及び関係

機関等と連携し、虐待を受けて里親

への委託、児童養護施設への入所等

の措置がとられた子どもに対し、当

該措置の解除後に良好な家庭環境

で生活し、及び自立することができ

るよう、必要な支援を行わなければ

ならない。 

（子どもの家庭への復帰及び自立

に係る支援） 

第１１条 市は、児童相談所及び関係

機関等と連携し、虐待のため里親へ

の委託、児童養護施設への入所等の

措置がとられた子どもに対し、家庭

（法第４条第１項に規定する家庭

をいう。）への復帰及び自立に関し

、必要な支援を行わなければならな

い。 

【第１１条の変更点等】 

・見出しに「虐待を受けた」を追加した。 

・「虐待のため」を「虐待を受けて」に変更した。 

・「当該措置の（省略）」からの変更部分は「家庭への復帰」に関する支援をより具体

的に表現した。 
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（子どもへの虐待に関する知識の

普及等） 

第１２条 市は、子どもに対し、虐待

に関する知識の普及及び虐待を受

けるおそれがあるとき又は虐待を

受けたときに相談すべき機関等の

周知を行わなければならない。 

２ 市は、前項の知識の普及及び機関

等の周知に当たっては、必要に応じ

、関係機関等と連携を図るものとす

る。 

（子どもへの虐待に関する知識の

普及等） 

第１２条 市は、子どもに対し、虐待

に関する知識の普及及び虐待を受

けるおそれがあるとき又は虐待を

受けたときに相談すべき機関等の

周知を行わなければならない。 

２ 前項の知識の普及及び機関等の

周知に当たっては、必要に応じ、関

係機関等と連携を図るものとする。 

【第１２条の変更点等】 

第２項：主語を追加した。 

 

 

（児童虐待防止推進月間） 

第１３条 市民等の間に広く子ども

を虐待から守ることについての関

心と理解を深めるため、児童虐待防

止推進月間を設ける。 

２ 児童虐待防止推進月間は、毎年 

１１月とする。 

３ 市は、児童虐待防止推進月間には

、関係機関等と連携し、その趣旨に

ふさわしい事業を実施するものと

する。 

（児童虐待防止推進月間） 

第１３条 市民等の間に広く子ども

を虐待から守ることについての関

心と理解を深めるため、児童虐待防

止推進月間を設ける。 

２ 児童虐待防止推進月間は、毎年 

１１月とする。 

３ 市は、児童虐待防止推進月間には

、関係機関等と連携し、その趣旨に

ふさわしい事業を実施するものと

する。 
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（通告の状況等の公表） 

第１４条 市長は、毎年度、市におけ

る通告等の状況及び市が実施する

子どもを虐待から守るための施策

の実施状況を公表しなければなら

ない。 

（通告の状況等の公表） 

第１４条 市長は、毎年度、市におけ

る通告等の状況及び子どもを虐待

から守ることに関する施策の実施

状況を公表しなければならない。 

【第１４条の変更点等】 

・「守ることに関する」を「守るための」に変更した。 

 

 

（委任） 

第１５条 この条例の施行に関し必

要な事項は、市長が定める。 

（委任） 

第１５条 この条例の施行に関し必

要な事項は、市長が定める。 

 


